
第 1章　基本的事項
１　計画策定の趣旨
沖縄県では、食品の安全安心を確保することを目的に、平成１９年７月に「沖縄県食品の安
全安心の確保に関する条例」（平成１９年条例第３９号（以下「条例」という。）を制定しました。
本条例に基づき、食品の安全安心の確保に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、

「第 1期沖縄県食品の安全安心推進計画（平成２１年度～平成２３年度）」（以下「第 1期推進
計画」という。）、「第２期沖縄県食品の安全安心推進計画（平成２４年度～平成２６年度）」（以
下「第２期推進計画」という。）、「第３期沖縄県食品の安全安心推進計画（平成２７年度～令和
元年度）」（以下「第３期推進計画」という。）を策定し、食品の安全安心の確保に関する施策を総
合的かつ計画的に取り組んできました。
その結果、各種施策における具体的な目標値については、概ね計画通りに達成しています。
しかし、国内では第 1 期推進計画期間中に食肉の生食により死亡者が発生した食中毒事件
が発生し、第２期推進計画期間中に原発事故による食品の放射能汚染問題が起こり、第３期推
進計画期間中に廃棄用食材の不正転売、広域食中毒事件が発生するなど、食品の安全性や信頼
性を損なう事件・事故が繰り返し発生しています。
このため、県民の健康の保護や豊かな食生活の実現を図り、食品に対する安心感を提供する
ため、これまで取り組んできました第 1期推進計画、第２期推進計画及び第３期推進計画の成
果や課題を踏まえ、新たな取り組みを強化する必要があります。
そこで、第 1期推進計画、第２期推進計画及び第 3期推進計画の基本的な考え方を継承し
新たな課題に対応した内容を盛り込み、更に食品の安全安心の確保に向けて対策を着実に実
施するため、「第４期沖縄県食品の安全安心推進計画」（以下「第４期推進計画」という。）を策定
します。

平成27～令和元年度
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第 2章　食品を取り巻く現状及び課題
１　現状
（１）食品の安全性に関わる主な出来事
　我が国では、世帯構造の変化を背景に、調理食品、外食・中食（家庭の外で調理したもの
を購入して持ち帰り、家庭の食卓にそのまま提供する形態）への需要が増加するなど、食
へのニーズが変化してきています。
　また、２０２０年東京オリンピック・パラリンピックの開催や食品の輸出促進を背景
に、食品衛生管理の国際標準化が求められています。
　さらに、都道府県等を超える広域的な食中毒の発生や食中毒発生数の下げ止まりなど、
食品による健康被害への対応が課題となっています。
　このような状況を踏まえ、平成３０年６月に国は、広域的な食中毒事案への対策強化、
国際標準の衛生管理手法であるＨＡＣＣＰ（ハサップ）に沿った衛生管理の義務化、食品
リコール情報の報告制度など、食を取り巻く環境変化や、国際化等に対応し、食品の安全
を確保するため、食品衛生法の改正を行っています。

２　位置付け
この計画は、条例第 7条の規定により策定する計画です。

３　基本理念
（１）生産から消費に至る各段階での食品の安全性の確保
　県民の健康の保護が最も重要という基本的認識の下、農林水産物の生産から食品の販
売・消費に至る一連の食品供給行程の各段階において、科学的知見に基づいた食品の安
全性を確保します。

（２）正しく分かりやすい情報提供の促進
　行政機関、研究機関や食品関連事業者からの情報や監視指導結果、各種調査結果等の情
報を含めた、幅広い情報についてホームページ等を活用し、県民に分かりやすく提供する
ように努めます。

４　計画の期間
　令和２年度から令和６年度までの５か年間とします。 ただし、計画期間内であっても、
社会情勢の変化や制度改正により、見直しの検討が必要な場合には、必要に応じて見直し
を行います。

５　推進体制と進行管理
（１）副知事を本部長とし、関係部局長等で構成する「沖縄県食品の安全安心推進本部」で
　　全庁的に推進します。
（２）消費者、生産者、流通業者、食品営業者及び学識経験者で構成する「沖縄県食品の安全
　　安心懇話会」から意見を聴取し、施策に反映します。　
（３）第４期推進計画に基づく施策の実施状況を毎年度検証し、公表を行います。

県民（消費者） 食品関連事業者
◯食品の安全安心に関する知識
と理解を深め、各種施策に対
し意見表明に努める役割

◯食品の安全安心の確保について、第一義的責任を有
し、適切な措置を講ずる責務
◯正確な情報の提供に努める責務
◯必要な情報の記録及び保存に努める責務
◯県が実施する施策に協力する責務

意見交換

安全安心な
食品の提供

意見交換
情報提供

県内各市町村
連携

沖縄県
食品の安全安心推進本部

本 部 長：副知事
副本部長：保健医療部長
本 部 員：子ども生活福祉部長・農林水産部長
　　　　　商工労働部長・教育長
幹 事 課：１３課

意見
聴取 沖縄県食品

の安全安心
懇話会

「安全安心な食品の確保」「食品に対する安心感の提供」
に関する施策の推進

施策へ
反映国、各都道府県

監視・指導
試験研究

意見交換
情報提供
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【第３期推進計画：４か年の状況（平成２７～３０年度）】
　第３期推進計画では、第２期の施策内容を再考し、６施策５１項目となっています。
推進計画期間は令和元年度までとなっており、平成２７～３０年度の４か年の状況をま
とめた結果は次のとおりです。
　４か年とも、全体の約９割が１００％以上の実施状況となっており、概ね良好な実施状
況となっています。

（３）食品の自主回収件数（沖縄県過去 5年間：平成２６年～３０年度）
　条例１７条に基づき販売した食品の自主回収報告を、沖縄県のホームページにおいて
情報提供しています。回収報告件数は、平成２６年度から３０年度までに総数３５９件、
毎年平均（5年）で約７２件の報告があります

H30年度

H29年度

H28年度

H27年度

H26年度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

37.8% 28.8% 33.7%

16.1%

19.0%

10.5%

23.8%

64.5%

34.5%

43.9%

33.3%

19.4%

46.6%

45.6%

42.9%

総数 359件
年平均（5年）約71.8件

安全性に問題

表示が不適切

その他

（２）これまでの推進計画における取り組み状況
　沖縄県では、条例第 7条第 1項の規定に基づき「沖縄県食品の安全安心推進計画」を平
成２１年度より策定し、これまでに第1期、第２期、第3期の推進計画を策定しています。
　第 1期、第２期、第 3期推進計画に基づいた施策の実施状況は、次のとおりです。

【第 1期推進計画：平成２１～２３年度】
　第 1 期推進計画で策定した６施策７８項目について、推進計画期間３か年を通しての
実施状況の達成率は７割を超えており、概ね良好な実施状況となっています。

【第２期推進計画：３か年の状況（平成２４～２６年度）】
　第２期推進計画では、第１期の施策内容を再考し、６施策５４項目となっています。
推進計画期間は平成２６年度までとなっており、平成２４～２６年度の３か年の状況を
まとめた結果は次のとおりです。
３か年とも、全体の約８割が１００％以上の実施状況となっており、概ね良好な実施状況
となっています。
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（５）消費生活相談件数
　消費者から消費生活センターに寄せられた相談のうち、「食料品」関係の相談件数は、平
成２９年度は３８３件、平成３０年度は３８５件となっています。
　近年は、ネット通販において、お試し購入のつもりが定期購入になっていたという相談
が急増しています。その他主な相談として、食品の異味や異臭、異物の混入などがありま
す。

（６）農業産出額
　平成２９年の農業産出額は１，００５億円で、前年に比べ約２０億円の減少となってい
ます。さとうきび等は減少したものの、野菜、豚、肉用牛等は増加しました。
　作物別の構成比でみると、肉用牛２２．７％（２２８億円 )、さとうきび１６．７％（１６８
億円 )、野菜１５．２％(１５３億円 )、豚１３．０％（１３１億円 )、花き９．７％（９７億円）
となっています。

（件）

390

268

370

350

330

310

290

270

250
H26 H27 H28 H29 H30

（年度）

319

356

383 385

（４）食中毒発生状況（沖縄県過去１０年間：平成２２年～令和元年）
　県内の過去１０年間の食中毒発生件数は、毎年平均２４件前後発生しており、平成２５年
以降、増加傾向にありますが、食中毒患者数は減少傾向にあります。

　次に、食中毒の原因菌としては、発生件数はカンピロバクター属菌による食中毒が多く、
患者数はサルモネラ属菌による食中毒が多くなっています。
　また、発生件数の約２０％は自然毒によるものですが、そのほとんどが魚類によるシガテ
ラ中毒となっているのが、本県の特徴です。
　近年の傾向として、全国と同様に、カンピロバクターを原因菌とする食中毒が多くなって
います。

化学物質
によるもの
（6件）2.3%
（77人）

不明
（4件）1.5%
（11人）

自然毒によるもの
（46件）17.7%
（106人）

寄生虫によるもの
（15件）5.8%
（15人）

ウィルスによるもの
（33件）12.7%
（917人）

その他細菌
によるもの
（1件）0.4%
（1人）

ウェルシュ菌
（4件）1.5%
（300人） 黄色ブドウ球菌

（8件）3.1%
（67人）

腸炎ビブリオ
（1件）0.4%
（20人）

カンピロバクター
（96件）36.9%
（291人）

病原性大腸菌
（4件）1.5%
（308人）

サルモネラ属菌
（42件）16.2%
（877人）

原因物質別発生件数
（計260件）　及び
患者数（計2,990人）
（平成22～令和元年）
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化学物質
によるもの
（6件）2.3%
（77人）

不明
（4件）1.5%
（11人）

自然毒によるもの
（46件）17.7%
（106人）

寄生虫によるもの
（15件）5.8%
（15人）

ウィルスによるもの
（33件）12.7%
（917人）

その他細菌
によるもの
（1件）0.4%
（1人）

ウェルシュ菌
（4件）1.5%
（300人） 黄色ブドウ球菌

（8件）3.1%
（67人）
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（1件）0.4%
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（９）食料自給率について
　食料自給率とは、国内で消費される食料を国内の農業生産でどの程度まかなえている
かを示す指標のことです。食料自給の状況は、主に食料のカロリーから算出する「カロリ
ーベース総合食料自給率」と、食料の価格から算出する「生産額ベース総合食料自給率」を
用いて表されます。日本の自給率は最新値（平成２８年度）で、カロリーベースで３８％、
生産額ベースで約６６％となっています。日本のカロリーベースの食料自給率は、昭和
40年度の７３％から大きく低下し、近年４０％前後で推移しています。日本においては、
戦後、食生活の洋風化が進み、特に、自給率の高い米の消費が減り、自給率の低い畜産物や
油脂の消費が増えてきたことにより、食料全体の自給率低下の要因となっています。
　沖縄県におけるカロリーベースの自給率は、３０％前後で推移しています。

２　課　題
食品流通の広域化・国際化、フードチェーンの複雑化などにより多くの食品は生産から消
費に至るまでに多くの段階・行程を経ており、この間、様々な事業者が関与しています。
従って、食品の安全性を確保するためには、農林水産物の生産、食品の製造・加工・調理、流
通、販売、消費それぞれの段階・行程において適切な安全管理や危機管理上の措置等を講じる
とともに、一貫した総合的な対策を実施していく必要があります。
特に、食中毒発生予防対策としては、改正食品衛生法で制度化されたＨＡＣＣＰに沿った衛
生管理を、食品関連事業者に対し普及促進する必要があります。
また、食品表示については、平成 27年に食品表示法が施行され、食品表示基準に基づく表
示が義務づけられましたが、この基準に基づく食品の表示への移行のための猶予期間が、令和
2 年 3 月末日に終了します。このような新たな法制度に適応できる食品関連事業者の育成の
ための取り組みが求められています。
さらに、食品に対する安心感を提供することや食品の安全性の対策を円滑に推進していく
ためには、生産者、事業者、消費者及び行政がそれぞれの立場で安全対策に取組み、相互に連携
し、信頼関係を築いていくことが必要です。
そのため、科学的かつ客観的な情報、正確で迅速な情報の提供を相互に共有できる体制を構
築していくことが必要です。
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（７）漁業産出額
　平成２９年の漁業産出額は、前年に比べて１，４４４万円（７．４％）増加の２０９億円
３，４００万円となり、内訳では海面漁業が１２３億７，１００万円、海面養殖業が８５億
６，３００万となっています。

（８）農林水産戦略品目拠点産地認定数
　亜熱帯性気候等の優位性の発揮や生産性向上、市場競争力の強化による生産拡大及び
付加価値を高めることが期待される品目を「農林水産戦略品目」と位置づけ、その「農林水
産戦略品目拠点産地（以下「拠点産地」という。）の形成を推進しています。
　「拠点産地」とは、組織力を持ち、「定時・定量・定品質」の出荷原則に基づき、一定量の
生産物を安定的に出荷し、消費者や市場から信頼されうる県の認定産地のことであり、安
全･安心な農林水産物の安定供給に取り組んでいます。
　平成１２年度から取り組み、野菜ではゴーヤー、さやいんげん等、花きでは小ギク、ドラ
セナ類等、果樹ではマンゴー等、水産物ではモズク、マグロ類等、平成３１年３月末現在の
拠点産地は、１２１地区となっています。
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